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熊本地震を事例とした避難所の同定及び市町村をまたぐ広域避難

に関する研究 

 

舩越康希†1 畑山満則†2 

 

概要：2016 年 4 月 14 日，16 日に発生した熊本地震では，想定されていた以上の避難者が避難所に殺到し，指定避難
所だけでは避難者を収容できなくなった．その結果，指定の避難所以外にも指定外の箇所で多数の避難所が形成され
た．この指定外の避難所は，場所が認知されていないため，発災初期に支援の手が届かないという問題をもたらした．

そこで本研究では，そのような行政から認知されないような避難所を同定する手段として，携帯電話の位置情報を主
計したデータを用いて，避難所を推定する手法を提示し，合わせて発生過程や広域避難の実態を明らかにする． 
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1. はじめに     

 2011 年の東日本大震災では，切迫した災害の危険から逃

れるための避難場所と，避難生活を送るための避難所が必

ずしも明確に区別されておらず，避難者が避難すべき場所

を混同してしまったことが被害拡大の一因ともなった．こ

れを受けて，2013 年に災害対策基本法が改正され，切迫し

た災害の危険から逃れるための緊急避難場所と，一定期間

滞在し，避難者の生活環境を確保するための避難所が明確

に区別された．加えて，災害の発生時における被災者の滞

在先となるべき適切な施設の確保を図るため，市町村長に

よる指定避難所の指定制度が設けられた．従来から指定避

難所は見られたが，法律による区分けはなされてはいなか

った．しかしこの法律改正をきっかけに，明確に避難所が

「指定」されたため，「指定避難所」でない避難場所(本稿

では「指定外避難所」と呼ぶ)の存在が注目されることとな

った． 

 2016 年 4 月 14 日,16 日に発生した熊本地震では,熊本

県・大分県を中心に多大なる被害が生じ，多数の避難者が

一時避難や避難生活を強いられることとなった．指定避難

所のキャパシティを超える人々が避難行動をとったため，

事前に指定されていない場所に多数の避難者が集まり,避

難生活を送ることになった．発災初期において，このよう

な指定外避難所は，その場所が分からないために支援の手

が届かないという問題をもたらし，指定避難所との間の支

援格差が多くのメディアに取りざたされた． 

 被災者に対する公的支援の単位である市町村では，これ

らの指定外避難場所に対して地域コミュニティとの連携を

図ることなどで対処していたが，市町村を跨いで避難した

避難者を把握できていないなどの問題が残った．民間支援

として，様々な支援団体による支援もなされたが，被災地

内を丁寧に周回・聞き取りするか，ソーシャルメディアを
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用いて支援を求める人々を探索する手法でしか支援を求め

る人のいる場所を探し出すことは難しく，隔たりのない支

援を行うことはできなかった． 

 これらの問題は事前の対策で解決を図るのは難しく，問

題を解消するためには，発災後に即時にかつ網羅的に指定

外を含めた避難所を把握することが求められる． 

そこでこれらの避難所を同定する方法の一つとして携帯電

話からの位置データを用いた同定手法が提案されている．

本研究では，熊本地震を事例として，携帯電話の位置デー

タを用いて，避難所の同定の可能性を示し，広域避難の実

態を明らかにすることを目的とする． 

 

2. 熊本地震における課題 

 本章では，熊本地震の想定と実際の被害を整理すること

で，熊本地震がどのような地震であったのかを明らかにし，

また行政や自治体の災害対応について概観することで，こ

の地震において避難所ではどのような問題が生じたのかを

まとめる． 

 

2.1 熊本地震の概要 

 下の図１は熊本地震の震度マップを示したものである．

熊本地震はこの図の中に見られる布田川断層，日奈久断層

の二つの断層による連動型地震であり，14 日の地震では

Mj6.5,16 日の地震では Mj7.3 を記録した．この二つの地震

により，熊本市，益城町，阿蘇市を中心として大規模な被

害が発生した．ここで熊本市における被害を見てみると，

災害関連死を含めた死者が 36 名，全壊戸数が 2,438 棟,半

壊が 14,384 棟,一部損壊 84,491 棟であった．また，避難者

数は最大で 108,266 名(4 月 17 日 9 時 30 分時点)にのぼっ

た．一方で熊本市の地域防災計画書(2016)では,布田川・日

奈久断層帯(中部単独型)の地震による死者を 87 人，全壊戸

数を 1,482 戸,半壊を 4,504 戸，避難生活者数を 44,600 名

と想定している.両者(表１)を比較すると，地震の規模と死

者数に関しては想定内であると言えるが，被害戸数と避難
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者は大きくかけ離れたものとなっている．連動型地震を想

定していなかったとは言え，両者の隔たりは大きいと言わ

ざるを得ない．この想定以上の避難者の発生により，指定

避難所だけでは避難者を収容しきれなくなり,自治体が指

定されていない場所に,暫定的な避難所が各地に形成され

ることとなったと考えられる． 

 

表 1 熊本市における被害想定と実際の被害の比較 

 

 

図 1 注 1 熊本地震の概要図 

 

2.2 熊本地震における熊本市，支援団体の対応 

 このような指定外避難所に関して，熊本市にインタビュ

ー調査を行なったところ(2016 年 10 月 12 日実施)，熊本市

では自治会をはじめとした地域コミュニティからの情報連

絡をもとに場所を特定していったという．そして 4 月の下

旬頃には指定外を含めた避難所を把握し，物資をはじめと

した支援を行い，指定外の避難所に関しては避難者を別の

指定避難所に移して，統合を進めていた． 

 また自治体以外にも，様々な支援団体が活動しており，

避難所運営支援や物資配送，炊き出しなど様々な形の支援

が見られた． 

 

2.3 熊本地震の対応の課題 

 しかしこれらの活動の一方で，次のような点が問題とし

て残る． 

 １つは市外に避難した避難者への対応である．熊本市へ

のインタビュー調査(10 月 12 日実施)では，熊本市は市内

の避難所の把握，支援は行っていた一方で，市外に避難し

た避難者が形成した指定外の避難所に対しては対応できて

いなかったという．  

 また事後的に発生する避難所への対応にも問題が考えら

れる．熊本市では４月下旬に指定外を含めた避難所の位置

把握を行い，避難所の収束に勤めたとのことだが，この避

難所統合の過程の中で，避難者が指定避難所での避難生活

をやめて指定外の箇所で自主的に避難することが考えられ

る．しかし，熊本市ではそのような避難者に対する対応が

できていなかったという． 

また自治体以外の支援団体による支援に関しては，様々

な自治体による支援がなされたが，どこに指定外の避難所

があるのかがわからないために，SNS で情報を集めたり，

地道に探し周ったりすることでしか指定外避難所位置を特

定できなかったという．見つけた場所を支援するという形

態では，支援が隔たったものとなってしまう傾向が強いと

考えられる．4 月 28 日までにボランティアネットワークの

取りまとめを行う団体である JVOAD によって確認されたボ

ランティア団体の活動状況(図 2)を見てみると，益城町や

熊本市内に支援の手が集中しており，宇城市や宇土市など

の震源地から外れた地域や合志市など被害の少ない地域に

おいてはあまり支援団体の活動が活発でないことが伺える

(熊本県全域を活動範囲としている 34 の団体に関してはこ

こでは集計外としている)． 

以上のことをまとめると熊本地震の対応に関して，1)支

援が局所的なものになってしまう恐れがあり，多大な時間

を要する，2)広域的な避難者には対応できていない，3)事

後的に発生している避難所に対応できていないなどの課題

が考えられる． 

 
図 2 JVOAD 加盟団体による支援場所 

 

3. 研究の位置付け 

3.1 研究の目的 

 今回の熊本地震では想定以上の避難者が発生し，指定外

の避難場所が形成されてしまった．このような事態は今後

到来が予測されている首都直下地震や東南海地震において

も十分に考えられる．想定以上の避難者が発生する場合の

対策として，「南海トラフ巨大地震対策について(最終報告)」

を見てみると，避難者トリアージを行うものとすると記載

されている．これは想定以上に避難者が発生した場合には，

避難者トリアージを行い，被害の軽い被災者には自宅帰宅

当初の想定(熊本市) 実際の被害(熊本市)

日奈久・布田川断層帯 日奈久断層帯(14日) Mj : 6.5

Mj : 7.2 , 7.6 布田川断層帯(16日) Mj : 7.3

死者 87人 ３６人

全壊戸数 1482棟 2438棟

半壊戸数 4504棟 14384棟

震度

注 1 : 引用 [4]国土地理院： 熊本地震に関する情報(平成28年),国土地理院ホームページ(オンライン),(2016) 
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を促すことを意味している．しかし今回の熊本地震では，

被害があまりない被災者でも，余震を恐れて避難を行って

いた事例が多数報告されているため，有効な対策とは考え

にくい． 

 そのため,地震発生後に事後的に，避難所がどこにあるの

かを突き止められるようにすることが有効であると考えら

れる．本研究では,携帯電話の位置データを集計したNTTド

コモのモバイル空間統計を用いて,避難場所を同定する手

法を提示し，避難所の位置を特定すること，行政区画をま

たいだ避難者を推計し，その避難者の避難先を同定するこ

とを目的とする. 

 

3.2 モバイル空間統計について 

 モバイル空間統計とは，携帯電話ネットワークの運用デ

ータを用いて，NTT ドコモによって作成される人口統計の

ことを指す．基地局から得られる携帯電話の情報を周期的

にキャッチすることで，一定地域ごとの NTT ドコモの携帯

電話台数を集計し，普及率を加味した上で人口を推計して

いる．具体的には運用データを非識別化処理(個人識別性の

除去),集計処理(ドコモの携帯電話の普及率を加味して人口

推計),秘匿処理(少人数の除去)することでデータ化を行っ

ている(図 3). 

 集計処理はさらに，(1)在圏数推計処理，(2)拡大推計処理，

(3)エリア変換処理の 3 つの処理に分けられ，それらのプロ

セスを経て，人口の推計がなされる． 

 在圏数推計処理では，非識別化された運用データに基づ

き運用データのばらつきなどを考慮しつつ，基地局エリア

ごとの携帯電話の在件数を推計する．拡大推計処理では，

在圏数推計処理の結果である基地局エリアごとの携帯電話

の在圏数に基づき，ドコモ携帯電話の普及率の偏りや携帯

電話の電源断の影響などを考慮しつつ，基地局エリアごと

の人口へと拡大推計する．エリア変換処理では，拡大推計 

処理の結果である基地局ごとの人口に基づき，基地局エリ

ア単位に推計された人口をメッシュや行政区画単位など，

応用しやすい集計単位へと変換する． 

 

図 3 モバイル空間統計の作成までの手順 

 また集計にあたって， 14 歳から 79 歳までの年齢層が対

象となっており，携帯電話の契約ができない 14 歳以下の人

間と，携帯電話の所有人口が少ない 80 歳以上のユーザーは

このデータでは含まれない． 

 

3.3 先行研究事例 

 避難所の同定についての研究は,今回の熊本地震を契機

に幾つかの事例が報告されている．瀬戸・樫山・関本(2016)

は，ゼンリンの混雑統計データを用いて，熊本地震前後の

人口密度の差から，平常時よりも混雑しているメッシュを

抽出し，その抽出結果をもとにして避難所を推定する手法

を提示している．Yahoo 株式会社もまた，関本研究室と共

同でメッシュの混雑から避難所を推定する方法を提示して

いる．これらの研究では，携帯アプリから得られた GPS デ

ータをもとに，熊本地震時の GPS データから発災時の熊本

県各地の混雑度を求め，それらの結果から，「かくれ避難所」

(本稿では指定外避難所と呼ぶ箇所)を抽出し．かくれ避難

所の候補と考えられる地物を明らかにし，その避難所での

滞在人数を推計している．ただこれらの研究は，避難所の

位置を同定することを目的としたものであり，指定・非指

定の避難所の類型や，広域避難の問題点を踏まえた分析は

不十分なものと言え，かつ推定した結果が正しいのかどう

かを実証できていない． 

 モバイル空間統計を利用した研究については，観光動向

の分析や花火などのイベント開催時の顧客動向の分析など

幅広い分野で活用されている．中でも防災の分野では，災

害時の被害想定のシミュレーションをより的確に行うべく，

村上らが，圏外の観光者などを考慮した東京都の発災時の

滞留者・帰宅困難者の推計を行っている． 

 また秦らがモバイル空間統計を用いて，熊本地震時にど

の程度の広域避難者が発生し，被害の大きい地域であった

益城町の居住者が，どこにどのタイミングで避難している

のかを明らかにしている． 

 このようにモバイル空間統計が防災に活用されている事

例がすでに報告されている，しかし前者の帰宅困難者の推

計は被災前に行われるものであって，災害時のリアルタイ

ムに活用できる可能性について論じているものはない．モ

バイル空間統計の効果的な活用方法を考える上で，災害発

生後にリアルタイムで活用出来る方法について検討を加え

る必要がある．また後者の広域避難者の推計に関する研究

では，広域避難者に焦点を当てており，避難者がどこにい

たのかなどの分析が見られない． 

 

3.4 同定までの方法 

 本研究で,利用したモバイル空間統計は，熊本県全域を

500m に分割した人口メッシュデータである．期間は地震発

生を含む 2016 年 3 月 1 日から 5 月 31 日までであり，サン

プリングは，就寝時間帯として午前 4 時とした． 

 矢部らの研究の枠組みを利用し，地震以前の人口の平均

値μと分散値σの合計(µ+3σ)を基準値として，地震後に

注 2: 引用 [5] NTT ドコモ: モバイル空間統計に関する情報, NTT ドコモホームページ(オンライン) 
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基準値を上回った地域を抽出することで推定を行う．また

熊本市より提供いただいた避難所データ(災害発生以前か

らの指定避難所に加えて，発生後に確認された指定外避難

所を含む)を用いて,避難所が位置するメッシュと推定結果

との整合性を検討する． 

 

4. 避難所の同定結果 

 ここでは矢部らの推定方法を用いて，熊本市内において

避難所の推定を行い，合わせて，熊本市から提供いただい

た避難所のデータを突き合わせることで，どの程度避難所

を推定できるのかを調べた． 

 その後，推定によって同定できた避難所が位置するメッ

シュ，できなかった避難所が位置するメッシュ，また推定

したものの避難所が確認できなかったメッシュを取り上げ，

それぞれその人口推移を調べ，検討を加えた． 

 

4.1 避難所の推定結果 

 

図 4 熊本市中央区周辺の避難所推定メッシュと実際の避

難所地点 

 

 この図 4 は熊本地震直後の 4 月 17 日における，避難所推

定メッシュと，熊本市が確認していた避難所の地点を示し

たものである．この図を見ると，推定メッシュと避難所地

点が重なる部分を見られる． 

 

表 2 基準値ごとの推定メッシュの捕捉率の割合 

 

上の表 2 は混雑の基準値を変更したときに，どの程度の

メッシュが推定でき，どの程度の避難所を補足できるかを

まとめたものである．この表を見ると，基準値を µ+3σと

設定した場合，推定メッシュ 158 箇所中で実際の避難所が

存在したメッシュは 67 箇所であり，一方で，避難所 200

箇所中で推定メッシュ内に含まれる避難所は 83 箇所と，半

分にも満たないことが分かる．また混雑の指標を変化させ

ても，推定メッシュのうちで避難所が存在した割合は高ま

るものの，依然として補足できる避難所の数は減少してい

る． 

これは，避難所が確認される地点の中にも現状の推定だけ

では推定できない避難所があること，先の推定方法で推定

したメッシュの中にも，実際に避難所が確認されていない

地点があること，分散値と平均値の合計を指標とする従来

の方法では特定できる避難所が限られていることを指す．

そこで，今回の推定で同定できた避難所，同定できなかっ

た避難所，推定が外れた箇所についてそれぞれ検討する． 

 

4.2 推定し同定できた避難所のメッシュについて 

 推定した結果と避難所の位置が明確な地点についてみて

みると次の図のようになる．図 5 には人口が増加したメッ

シュを集出することで同定した避難所の一例であり，ここ

では桜木東中学校(熊本市東区桜木 6丁目 10-1) を中心とし

た 500m メッシュの人口推移を示している．この図を見る

と，メッシュ内の推計人口が地震直後に急増し，その後も

平均値を大きく超える値で人口が推移している．このこと

からこの避難所は地震後しばらく避難所として利用されて

いたことが伺える．一方で熊本市から提供いただいた避難

人口のデータを見ると,下の図６のようになる． 

 両者を突き合わせて見ると，地震直後の 17 日には桜木東

小学校では 1300 人の避難者が確認されており，17 日時点

でのメッシュ人口とおおよそ一致する．また平常時のメッ

シュでの平均人口が 988 人と，避難所人口が平均値を上回

っていることから，この桜木東小学校には，メッシュ内だ

けでなくメッシュ外からも避難者が押し寄せていたことが

分かる．なお地震直後以降の避難所人口と推計人口が合致

しないのは，小学校近隣に住む避難者が小学校への避難を

やめてメッシュ内の自宅に帰宅したためと考えられる． 

 

図 5 避難所が位置するメッシュの人口推移 

µ + 3σ µ + 5σ µ + 7σ µ + 10σ

ヒットする避難所
数の割合

83/200 64/200 53/200 36/200

避難所と重なる
メッシュ数

67 49 41 30

全体の推定メッ
シュ数

158 86 62 45
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図 6 桜木東小学校における人口推移

 
 

4.3 推定できない避難所のメッシュについて 

推定できない避難所に関して，その人口推移をみてみる

と，次の図 7 のようになる． 

 図 7(左側)では平常時の人口推移の変動が激しいため，地

震前後の人口変動からは避難所を推定することができなか

ったと考えられる． 

 図 7(真ん中)では，地震後に人口が急激に減少しているこ

とが伺える．そのため平均値と分散値の合計を基準とした

推計では推定箇所として該当しなかったと考えられる．一

方で人口を見てみると，本震直後でも 600 人以上の人口が

推計されている．このことから，この避難所が位置するメ

ッシュでは，メッシュ内の人口のうち，避難所に避難する

者が一定数いた一方で，メッシュ外の避難所へ避難する者

がいたため，メッシュ内の合計値としての人口急激が減少

したものと考えられる． 

 避難所の中には図 7(右側)ように人が集まるまでに若干

のタイムラグが確認される避難所がある．この避難所では

発災直後ではなく，発災後数日を経て人口が増加しており，

発災直後は別の避難所に避難していた避難者が集まってき

たと考えられる．発災からしばらくして，指定避難所から

別の避難所へと移る避難者がいることも十分に考えられる

ことから，このような人口推移を示すメッシュでは後発的

に発生した避難所があると考えられる．このような避難所

を発見するためにも，発災後だけでなく避難所が収束して

いく復興期にも推定を行う必要がある． 

 

4.4 推定が外れた避難所について 

 また推定が外れている箇所についても見てみると，次の

図７(右側)のような人口推移をたどることがわかる． 

 この図７(右側)を見てみると，4 月 16 日時点での人口が

突出して高い一方で，それ以降は急激に人口が減少し，平

常時と同じ推移を示していることがわかる．以上のことか

ら，このような推定箇所で出てきたメッシュは一時避難場

所になっていたのではないかと考えられる．すなわち地震

直後には人が一時的に集まっていたものの，熊本市が避難

所を捜索している時にはすでに解消されていたと考えられ

る． 

 

図 8 推定結果が外れた箇所のメッシュ 

 

 

 

図 7 推定できない避難所のメッシュの人口推移 
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4.5 推定結果についてのまとめ 

 以上のように従来の避難所推計方法を当てはめることで

同定可能な避難所があることが確認できる．一方で，同定

ができない避難所があることが確認できる．これはモバイ

ル空間統計で推計している人口が厳密に人の移動を追った

ものではないことが起因していると考えられる．すなわち，

メッシュ内の住民がメッシュ内の避難所に避難する場合に

は従来の推定では見つけることができないし，メッシュ外

からメッシュ内への避難者がいる一方で，それ以上にメッ

シュ内からメッシュ外へ避難するものがいる場合も同様に

見つけることができない． 

 また図７(左側)のように平常時から人口の変動が激しい

地域も同様に従来の推定では見つけることができない． 

 

5. 広域避難に関する分析 

 ここでは，広域避難を行政区域外に居住者が避難するこ

とととらえて，地震の被害の大きかった地域において，居

住者(ここでは熊本市を契約住所としている者とする)がど

のような行動をとったのか，どこに避難したのかについて

把握する．今回の対象は，地震の被害の大きかった熊本市

とする． 

 まず熊本市全域における居住者の動向について把握する． 

下の図 8 は，熊本市内における熊本市居住者の人口推移を

示している．この図では本震をきっかけに熊本市の居住者

が大幅に減少していることが分かる，このことから，熊本

市居住者が地震をきっかけとして，市外の安全な地域に避

難していると推察される． 

 また一方で，熊本市外で熊本市居住者がどのような推移

を示しているかを見てみる．図 9 は熊本市を除く熊本県全

域における熊本市居住者の人口推移を示している．この図

を見ると，本震以降に熊本市の居住者が大幅に増加してい

ること，その後減少傾向にあるものの，5 月を過ぎてもな

お，平均以上の人口が推計されていることが伺える． 

 以上の，地震を契機に，熊本市内において熊本市居住者

が急激に減少し，一方で，熊本市外で急激に増加している

ことから，熊本地震後に熊本市内の居住者の多数が熊本市

外へと避難していることが分かる． 

 そこで本震以降に熊本市居住者が１週間以上にわたって

滞在していた箇所を抽出し，合わせて熊本市と同様の推定

方法によって，避難所を推定し，両者の結果を重ね合わせ

た．その結果として熊本市居住者が 1 週間にわたって，午

前4時に滞在していたと考えられるメッシュが 79箇所確認

され，なおかつ人口が基準値を超えるメッシュも確認でき

た．図 11 はそれらのメッシュの一例を示したものである．

居住先として，熊本市東区と隣接している合志市や菊池郡

菊陽町が滞在先の中心となっているほか，山鹿市，宇城市，

宇土市，上益城郡嘉島町，玉名市，八代市など熊本市から

比較的距離が離れているような箇所でも熊本市居住者がい

たことが確認できた． 

次に先ほどの推定を用いて抽出したメッシュを個別に

取り上げ，そのメッシュにおける熊本市居住者の人口推

移を見る．本稿では一例として合志市の妙泉寺体育館(熊

本県合志市須屋 1957)を取り上げる．この避難所が位置

するメッシュの人口推移及び熊本市居住者の人口推移は

下の通りである(図 12)． 

 これらの図は発災後に基準値を超えた人口を示してお

り，地震以前はごく少数であった熊本市居住者の人数が

地震を契機に急激に上昇し，最大で数十人単位の熊本市

居住者がいたこと，熊本市居住者がおよそ 5 月上旬まで

滞在していたことが伺える．以上のことからこのメッシ図 10 熊本市外における熊本市居

住者の人口推移 

図 9 熊本市における熊本市居

住者の人口推移 

図 11 熊本市外における熊本市居住者が確認された箇所

の例 
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ュでは，熊本市居住者による広域避難がなされた箇所であ

ると言える． 

 また 1 週間以上にわたって熊本市居住者が滞在していた

メッシュに関して，これらの居住者の数を市町村ごとに集

計した結果を次の表に示す．これらのグラフからいずれの

地域でも発災直後に急激に人口が増加していることが分か

る．そしてその居住者に関して，合志市や菊陽町など隣接

する市町村に多数確認される一方で，玉名市や宇土市，宇

城市など比較的距離が離れた箇所においても数百人規模で

の居住者の増加が確認でき，これらの地域に広域避難がな

されていることが分かった． 

 また熊本市へのインタビュー調査によると，熊本市では

市外で熊本市の居住者が形成した避難所については認知し

ていなかったという． 

 一般に行政区外にこのような避難所ができた場合には，

災害協定に基づいて，他市から来る避難者のために避難所

を設置するなどの避難者の受け入れを行うことになる．ま

た避難者が安全な場所を求めて，被害の少ない行政区域外

に避難することは十分に考えられる．しかし避難先の避難

所が指定外避難所であり，避難先の災害対策本部が避難所

の捜索を行っていない場合には，災害協定が機能しなくな

り，その避難先の避難所は自治体から認知されずに，取り

残されてしまう恐れがある．このような避難所を発見する

ことができるという点において，本分析は有効であると言

える． 

 以上のことから，空間モバイル統計を用いることで，熊

本市外に避難していた人たちの滞在先を把握し，そのおお

よその数を推計することができた．一方でこれらの推計し

た人数が本当に正しいのかどうかは今後検証する必要があ

る． 

 

 

図 13 市町村別における熊本市居住者の人口推移 

図 12 合志市の避難所（妙泉寺体育館）における避難者および熊

本市居住者の人口推移 

情報処理学会研究報告 
IPSJ SIG Technical Report

Vol.2016-IS-138 No.14
2016/12/3



 

 

ⓒ2016 Information Processing Society of Japan 8 
 

6. おわりに 

 以上，本稿では NTT ドコモのマイクロジオデータを用い

て，地震前後の人口の差をもとにして，避難所となってい

ると考えられるメッシュを抽出し，熊本市から提供を受け

た避難所データと突き合わせることで，本推定がどの程度

避難所を推定できるのかを確認し，本推定では抽出できな

いような避難所があることを明らかにした．また各避難所

の人口推移を調査し，後発的に発生する避難所が存在して

いる可能性について指摘した．加えて被害の大きい熊本市

内から他の行政区域へと避難した広域避難者の存在を明ら

かにし，避難先の候補の選定を行なった． 

 しかし本稿で指摘した，後発的に発生した可能性がある

避難所や熊本市からの広域避難者が滞在していた避難所な

どは，推測に留まっており，実際にそのような避難所が確

認されたのかについては未だ実証できていない．今後はこ

の点を，現地調査を通じて明らかにしたい． 

 また現状の推定方法だけでは網羅的に避難所を探し当て

ることは難しいことは示したものの，その推定方法をどの

ように改善するべきかを示していない．そのためデータの

正規化やスムージングを行う一方で，より高精度な推定を

行うことができる方法を考える必要がある．またリアルタ

イムでの避難所の同定に関しても本稿では言及できていな

い．そのため避難所を同定するプロセスについて再度整理

し，マニュアルでの作業が必要な点を洗い出し，どの程度

リアルタイムで分析ができるのかについても今後検討した

い．  

 最後に本研究での問題点についても言及しておきたい．

本研究ではメッシュの人口から避難所の避難者の人口をど

のように推計するかという問題が残る．避難所ごとの推計

人口と実際の避難者とを比較して，どの程度乖離している

のかを明らかにはできるが，純粋な避難者数をこの手法か

ら割り出すことはできない．また同一メッシュ内に避難所

が複数存在する場合には，純粋な形での推計が難しいとい

う問題が残る．そのため現在使用している 500ｍメッシュ

をさらに細かく分割することが求められる．一方で空間モ

バイル統計は仕様上 250m 以上に詳細に分割することはで

きないため，これらの問題点を解消することは難しい． 
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